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はじめに 

 前回シリーズ「エネルギーの将来を考えましょう」では、早急に原子力発電所を再稼働することによって、当

面のエネルギー供給に不安がないように態勢を整え、2050年を目標にや

れることをやるべきであるとの結論を出しました。これに続くシリー

ズとして、日本ではこれから「エネルギーのために何をなすべきか」

を取り上げて議論致します。 

 最近の世論調査などによると、原子力発電所に対する否定的な考え

を持っているのは主に高齢者で、日本の将来を担う若者たちは将来の

エネルギー源として原子力は必要であるとの認識を持っていることが

分かってきました。（右図 NHK報道）将来の日本のエネルギー事情を

飛躍的に改善し、地球環境保護を含め安定した世界を作り上げること

のできる若者たちに期待をしたいと思います。 

 

与えられた課題とその問題点 

①2050年には地球温暖化対策としてCO2 排出量を80%減らすこと 

日本は2030年までに温室効果ガスの26％削減を目標として、これに取り組んでいますが、これではその延長上

にある2050年までにCO2排出量を80％減らす目標（地球温暖化対策法 2016年5月閣議決定）や2°C以下に温度

上昇を抑える450シナリオ（WEO2016提案 IOJだより135号参照）には到底達しません。日本は既に省エネル

ギーが進んでいる国であり、節約だけでCO2排出量を減らすことは極

めて困難です。 

「原子力を廃止して再生可能エネルギーに切り替えれば良い」と主

張する人々がいますが、このためには年間70兆円もの費用を要する

ことが判っており、国家予算の70%以上の費用を掛ける対策は非現実

的であると言えます。それだけではありません。450シナリオを達成

するためには産業構造や社会の仕組みまで変えなければならず、こ

れは「Wicked Problem」（解決策のない課題）と言われるものとな

ります。近年、この目標達成の難しさが国際的に認識され始め、

2050年までの数値目標を見直すとの動きもあります。しかし、困難

であるからといって放置して良い問題ではないことは明らかです。 

 

②中東からの原油輸入停止等に伴う悪影響に備え、エネルギーの自給率

を向上すること 

日本では、原油調達先が過剰に中東に偏っていますので、トランプ政

権の打ち出した中東敵視政策や自国主義が益々進むと、原油確保に大

きく影響されてしまいます。更に、中国、インドや発展途上国のエネ

ルギー需要の拡大に伴い、日本にとっては原油ばかりではなく全ての

化石燃料の確保が深刻な問題となり得ます。欧米は中東への原油依存

はほとんどないこともあり、日本だけが化石燃料を得られなくなると

いう懸念の材料となります。このような問題への対策として自給率を

向上すれば、地球温暖化対策と共通の効果が得られますので積極的に

推進すべきでしょう。 

 

③大都市圏における大地震、大津波などの自然災害の脅威と危険性に対

処すること 

東日本大震災に伴い起こった大津波では約２万人の人が亡くなり、石

油タンクなどの流失や火災が発生しましたが、幸い大都市圏ではあり

ませんでした。今後、南海トラフなどの巨大地震による建物の倒壊に

加え、大津波により大量の天然ガス、石油を貯蔵している火力発電所

などのタンクが損壊すると大火災が発生し周辺地域に及び大災害にな

る恐れがあります。大都市近傍の火力発電所の再配置も考慮する必要

京都議定書対策もできず 
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１．はじめに 

IPCCは現状のままCO2を排出し続ければ地球が温暖化すると主張しており、日本政府はこれを受けて地球温暖化対

策として、2050年にはCO2排出量を80%減らすこととしています。しかし、これを達成するためには「Wicked 

Problem」（解決策のない課題）と言われるほど大変な取り組みが必要とされます。改めてIPCC（気象変動に関す

る政府間パネル）報告に基づく温暖化の科学的根拠とそれに対する疑念について検証してみました。 

２．温暖化も寒冷化もある 

現在は主に地球温暖化が心配されていますが、100万年前以降「氷

期-間氷期」サイクルが約4万から10万年の周期で繰り返されてい

ます。これまでの「氷期-間氷期」サイクルでは温度上昇すると遅

れてCO2が増加していますが、今問題になっている温暖化はCO2の

増加が先で逆です。（参考文献：Skeptical Scienece) 

更に、今のCO2増加速度は過去100万年の歴史に比べると3ケタ程も

大きく、濃度は類を見ないレベルです。現在は間氷期に入って1.8

万年経過しており、これから氷河期に入るのは確実ですが、現在

の気象学ではその時期すら推定できません。IPCCは温暖化のみを

評価していますが、同時に「氷期―間氷期」サイクルの影響につ

いても同時に評価すべきではないでしょうか。 

３．温暖化によって何が起こり、どのような疑念があるのか 

温暖化発生を支持している科学者は、何が起こると主張しているのでしょうか。 

③

① 将来の温度の上昇の予想 

図に示すように、1986～2005年平均に対して最大の温度上

昇は2035年までで、0.7℃、2081～2100年の間には低位シナ

リオ（十分な対策をとる）で1.7℃、高位シナリオ(十分対

策を取らない）では4.8℃上昇します。その結果、気温上昇

するにつれて極端な高温がより頻繁に起こり、極端な低温

の発生が減少します。 

CO2の影響で温度が上昇するのは確かなのか 

地球外に自然に放出される熱量について、CO2やメタンなど

温室効果ガスの存在を考慮する場合としない場合とで検討

しその結果を比較してみると、温室効果ガスを考慮しない

と観測に合わないことから、気温上昇のシミュレーショ

ン・モデルは妥当とされています。 

温度停滞があり、将来温度が下がるのではないか 

シミュレーションで将来を予測する以上、観測されている

温度停滞も模擬することが望ましいが出来ていません。火

山の影響やラニーニョなど太平洋などの影響が適切に考慮

されていないことが原因であると考えられています。しか

し、最新の日本の研究ではこの現象を組み込んだシミュ

レーションに成功（図）したという報告があり、その結果

から、将来は温度が上昇すると予想されます。（参考文

献：地球温暖化の停滞現象の要因究明） 

②将来の 海面水位の上昇 

2081～2100年平均の世界平均海面水位の上昇（最大）は低

位シナリオで25~55cm、高位シナリオで52~82cmの範囲となる

可能性が高いと言われています。水位の上昇は主として熱

膨張が30~55%、氷河による上昇が15~35％寄与します。氷河

の影響の内訳は氷床の表面の融解と降雪量の収支予想か

ら、グリーンランドではプラスに南極はマイナスに作用

し、氷河の流出は両極合計で3~20cmの範囲で海面上昇に寄

与するとされます。 

https://www.skepticalscience.com/translation.php?a=7&l=11
http://www.aori.u-tokyo.ac.jp/research/news/2014/20140901.html


③気候変動の不可逆性 

二酸化炭素の排出に起因する人為的な気候変動の大部分は、大気中から二酸化炭素を大規模に除去しない限り数

百年から千年規模の時間スケールで不可逆です。その結果、二酸化炭素の排出を停止しても排出された二酸化炭

素の約15～40%は、1,000年以上大気中に残り、数世紀にもわたって地上気温や海洋の温暖化が続きます。 

しかし、温暖化が1000年以上残るというが、この間に氷期が来るかも知れない。この判断は氷期の推定も

含め総合的な研究を待ちたい。 （参考文献 IPCC第一作業部会報告書抜粋） 
 

４．温暖化対策に躊躇するわけは・・・ 

背景にあるのは科学的根拠についての考え方の違いもさることながら、環境派の国やグループが必ずしも立証さ

れてはいないIPCCの主張を根拠にCO2排出量の低減を強力に推進しようとしており、

その対策には莫大な費用がかかるという問題が含まれているからです。また、産業

構造、社会構造まで大きく改変しなくてはならない可能性もあります。 

トランプ大統領の石炭政策や石油パイプライン敷設の復活という政策変更の提案が

あるのも地球温暖化対策への疑念の現れの一つです。IOJだより135号で紹介したよ

うにIEAが検討した世界全体の対策費用の見積額の累積は450シナリオ（温度上昇に

つきおよそ2℃以下を目指す）では2016年から2040年までに合計8,500兆円、年間340

兆円という巨額な費用が必要です。日本の検討でも年間50～70兆円の費用が必要と

なるようです。詳しい内容は次回以降に紹介します。 

 

５．まずは必ずやってくる化石燃料資源の枯渇に備えるべき 

以上説明をしてきましたように、温室効果ガスの排出と地球温暖化の因果関係や

「氷期－間氷期」サイクルの影響等を見極めるにはまだまだ時間が必要です。そこ

で、今は地球温暖化防止が本当に必要かどうか判らない段階であることから、CO2排
出削減を直接目的とした行動を採るのではなく、まずは必ずやってくる化石燃料資

源の枯渇に備えて、この消費の節減をすべきであると考えます。 

 

６．化石燃料枯渇対策と地球温暖化対策は何が違うか 

● 化石燃料枯渇対策は温暖化の進み具合、エネルギー消費の動向を見

ながら必要に応じて化石燃料消費を抑制するという方法でできます

が、 

● 地球温暖化対策は2030年まで、及び2050年までの削減目標に沿っ

て、Wicked Problem」（解決策のない課題）といわれているあらゆ

る犠牲を払った対策が必要になります。非化石エネルギーだけで需

要を賄うことが不可能な場合には、この不足を補うために止むなく

化石燃料を使用することで、火力発電所から出たCO2を地下に貯蔵す

る対策が必要になるなど、まだ技術開発が必要でかつ膨大な費用の

かかる可能性が高い対策が必要になります。再生可能エネルギーの

拡大などに要する対策費の試算がどうなっているかはIOJだより１３

５号をご覧ください。 

  

７．おわりに 

日本が排出するCO2の量は現在の世界の排出量の1.7%程度であり、IPCC

の主張が正しいとしても日本のCO2排出量の増減は世界全体に大きな影

響を与えるものではありません。しかし、IOJだより141号に述べたよ

うに化石燃料資源小国の日本は化石燃料に頼らない自給率の向上を図

らなければなりません。化石燃料枯渇対策としての非化石化のため

に、再生可能エネルギーや原子力の有効利用を積極的に推進し、その

技術を世界に発信するのが日本の役割と言えるでしょう。 

また、地球温暖化や「氷期－間氷期」サイクルの問題は人類にとって

重要な課題であり、将来予測のためには、一方の主張ばかりを取り上

げるのではなく、予見を持たないバランスのある研究開発が望まれま

す。 

http://ioj-japan.sakura.ne.jp/xoops/download/tayori/ipcc_konkyo.pdf


があります。このように化石燃料を大量に貯蔵する現在の仕組みから、原子燃料や再生可能エネルギーなどの

火災を起こしにくいエネルギー源に切り替えていくことで、危険性を減らす必要があります。 

 

２．何をしなければならないか 

「Wicked Problem」（解決策のない課題）に対処するには、考え過ぎて何もしないより「どうありたいか」と

いう意思が重要で、それに向けてPDCAをまわす必要があります。「どうありたいか」を挙げてゆくと以下のよう

な項目が考えられます。 

● 発電だけではなく、家庭生活、商業活動や産業活動の分野まで非化石化すること 

● あらゆる分野で電化を大幅に拡大すること 

● 原子力や再生可能エネルギーの活用範囲を発電以外の分野、例えば水素製造、地域暖房、原子力製鉄などに
拡大すること 

● 次世代型の原子炉の開発などにより、原子力発電の拡大に寄与すること 

● 再生可能エネルギーを大幅に拡大できる技術（海流発電、人工光合成、変動電源の調整技術、安価な蓄電方
式など）を開発すること、 

● 感覚的な原子力反対を排除するために、エネルギー安全保
障、放射線影響等の教育を充実すること 

 

①どうありたいという意思が重要 

若者たちが「どうありたい」という強い意志を持ち、それに向

けてPDCAをまわしてゆくことが重要だと考えます。 30～40年

後に発生するかも知れない問題を解決できるのは今の若者たち

です。結局、若者たちの意思が、あるべき姿を実現する原動力

になります。このような時は考え過ぎて何もしないより、科学

的な見地に立ち強い意志を持って行動することが大切でしょ

う。 

②現実がどうなっているか再確認をする 

IOJだより136号、137号で確認したように、再生可能エネルギー

では2050年に要求される化石燃料の大幅削減、CO2 排出量の大幅

削減は莫大な費用を要してとても現実的な解が見いだせませ

ん。 

a)特に、国土が狭く人口密度が高い日本では、陸上での太陽光

発電だけでは需要全てを賄うのは不可能です。広大な経済水域

を利用した洋上風力発電ならば可能性がありますが、技術的問

題や漁業権、船舶航行などの課題をまず解決する必要がありま

す。 

b）フランスでは現在でも電力は原子力と水力とでほぼ全量を

賄っており、全エネルギーの50%を自給しているという実績が

あります。自然条件が厳しいというハンディはありますが、日

本には技術もあり同様の状況を作り出すことは不可能ではあり

ません。 

C)原子力の導入拡大には国民の理解が必要ですが、マスコミや

一部の有識者などによる主張にもとづく空気に流されて、１．

で述べた解決しなくてはならない目標を忘れているのがネック

になっています。国民が一体となって原子力を推進していこうとなれ

ば、問題の大半は解決したようなものです。 

 

 

まとめ 

以上2050年へのアプローチについて、主に心構えについて述べてきました。次回からは原子力への国民的理解を

得ながら、今後どのように推進してゆけばよいかを検討致します。 

 

 フランス並みは不可能ではない 
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質がある、ということを利用することです。ここで言

いたいことは、「自然の原理」が超長期の閉じ込めを

保証してくれるということです。 

では、地層処分がどのように「自然の原理」を利用し

ているか順にみていきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自然の原理１」は3000年前のエジプトのガラスが色

鮮やかな状態で保存されている事実です。これは色を

付ける元素がガラスに閉じ込められていて、抜け出ら

れないことを示しています。同様に高レベル放射性廃

棄物の各成分も様々な元素ですのでガラスと混ぜ合わ

せて固めると抜け出られません。 

 

 

 

 

地層処分場がない現状では、原子力発電所はトイレ

なきマンションと揶揄されています。これは、原子力

発電所の運転に伴って発生する高レベル放射性廃棄物

の最終的な処分場がまだ決まっていないことを指して

います。なぜ決まらないかというと、一般の国民の方

は上図に代表されるような疑問を持っていて簡単には

納得してくれないからでしょう。この疑問はいささか

情緒的ではありますが、大事な論点であることも確か

です。 

今回は河田講師のお話しに沿ってこの疑問はどう解

決できるのかみていきたいと思います。 

地層処分の考え方は、①1万年以上という時間はかかる

が放射能は減衰していく、➁人間の管理はあてになら

ない、そして③深部地下環境には物質を閉じ込める性
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高レベル放射性廃棄物の地層処分を考える  
－原子力国民会議 草の根セミナーin Springより－ 

2017年4月24日、（一般社団法人）原子力国民会議により「高レベル放射性廃棄物の地層処分

を考える」と題する草の根セミナー（於・東京都台東区池之端）が開催されました。 

講演内容は、 

 第一部 「解決できるトイレなきマンション」 講師 河田東海夫氏 

 第二部 「高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全確保の考え方」 講師 石川博久氏 

両講師の話は地層処分の正しい理解に役立つと思いますので紹介いたします。 

第一部 「解決できるトイレなきマンション」 
（河田東海夫氏の講演資料から） 



 

 

 

「自然の原理５」は、地下深部は地表に比べて地震の

揺れが小さいということです。左図に示した中国唐山

地震の例では、死者数を比べると明らかに地下の方が

少なくなっています。 

宮城県栗駒市にある細倉マインパーク（旧細倉鉱山）

では、東日本大震災の際、見学者が地下坑道内を見学

していましたが、大地震が起きたことに気が付かな

かったか分からなかったそうです。 

そのくらい地下では地表より揺れが小さいということ

でしょう。このことから、操業中でも地下施設は揺れ

が小さいので地表施設よりも安全といえます。埋設後

の廃棄物は周囲の岩盤と一体として揺れるので、揺れ

で破壊されることはないと考えられます。 

図は諸外国の地層処分場の進捗状況を示しています。 

フィンランドは処分場建設の許可がおり、処分坑道の

掘削工事が開始されました。スウェーデンは、場所が

決まり、処分場の安全審査が行われています。 

フランスは広域の候補地が決まり、建設地絞り込みと

安全審査開始に向けた諸準備が行われています。 

図には示されていませんが、米国ではユッカマウンテ

ンのプロジェクトを再開するための予算がトランプ政

権でついています。米国が今後どのように取り組んで

いくのか注目されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地層処分をする場合、原子力発電所からの使用済み

燃料をそのまま処分する方法（直接処分）と再処理し

てウランとプルトニウムを回収して残りを処分する方

法（再処理方式）があります。直接処分を選択すると

処分場の必要面積は再処理の場合の3倍にもなります。

その他に、放射能が十分に減衰するまでの期間も10倍

くらい長くなります。国土の狭い日本では再処理方式

を堅持することが望まれます。 

「自然の原理２」は、地下は還元環境（酸欠の環

境）にあり物質は容易に錆びない、腐らない、溶け

にくいということです。鳥取県の青谷上寺地遺跡で

1800年前の人間の脳が発見されました。還元環境の

中で腐食が抑えられたのです。このような環境であ

ればガラスが腐食し、溶ける可能性は限りなく低い

ことを意味します。 

 

 

「自然の原理３」は、地下深いところでは地下水は

ほとんど動かないということです。そのため地下深

部の地下水は、周りの岩石の主成分であるシリコン

で飽和しています。シリコンで飽和した地下水に主

成分がシリコンであるガラスは溶けないことは明ら

かです。 

「自然の原理４」は地下深部では水の動きは極めて

遅いということです。 

 例えば、幌延深地層研究所の地下350メートルの地

下水の年代を測定すると百万年以上になります。こ

ういう場所であれば仮に放射能が溶け出たとしても

100万年経っても地表に出てこないことを意味しま

す。こうした場所が現実にあるということは、日本

にも地層処分の適地があるという端的な証拠です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然の原理その３ 



 

 

 

 

火山の活動地域（火山中心）はほぼ決まっています。

た、火山の中心から15kmの範囲にその影響がとどまって

います。これは火山の影響を避けて処分場を建設するこ

とが可能であることを意味します。 

多重のバリアで放射性物質を長期間閉じ込めます。多重

バリアはガラス固化体等の人工バリアと天然バリアで構

成されています。天然バリアは地下300メートル以深の岩

盤です。各バリアの働きが上図に示されています。 

 

 

 

第１部 まとめ 

 地下水年代が非常に古い場所があるということ

は、日本にも地層処分の適地があることを示してい

ます。地層処分場は、自然の原理を巧みに利用する

ことで、放射性廃棄物の超長期の閉じ込めを実現し

ます。。 

第２部で、地層処分システムの重要な要素である人

工バリアについて、それがどのような構造になって

いるのか、各部の働きはどのようなものか、地層処

分システムの安全評価はどうなっているのかを見て

みましょう。 

 

図は、地表と地下について、自然現象、人の行為、

モノの動き、遺跡等について比較してみたもので

す。地下の方が、処分場として適していることは明

らかです。 

日本には100万年以上の古い海水（化石水）が存在し

ていることが確認されています。このような個所に

地層処分場を設置すると、たとえ地下水に放射能が

漏えいしてもほとんどその場所で動かないことを意

味しています。 

 

 

 

 

 

また、使用済み燃料を再処理して地層処分する方法

には処分場の面積が少なくて済む、放射能の減衰する

期間が短くなるという大きなメリットがあります。 

 

 

 

 

  

第二部 「高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全確保の考え方」  
（石川博久氏の講演資料から） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性を確認するために、例として図に地下水シナ

リオを示します。処分場の100メートル先に断層が

あると仮定し、そこを地下水とともに放射性物質が

移動し人間の生活圏に出てくるものと仮定します。

このように地表まで地下水が動きやすい条件でも、

生活圏へ地下水が出てきたときに、放射能の人間へ

の影響ほとんどありません。 
 

 

 

第２部 まとめ 

 人工バリアと天然バリアを組み合わせた地層処分シ

ステムについて安全評価を行った結果、地下300メート

ル以深の岩盤に埋設すれば地下水に放射性物質が溶け

出しても、基準値よりはるかに低い放射線被ばくしか

生じないことが分かっています。 

 

 

 

 

結び 

 高レベル放射性廃棄物の最終処分場の選定は、古く

から取り組まれてきてはいましたが、長く進展してき

ませんでした。最近になって、国が前面に立つことに

なり、処分地選定のための科学的特性マップを発表す

る段階まできました。 

このように状況になったのは、最終処分場とはどんな

ものか、その安全性について分かりやすい説明が行わ

れていなかったことも一因に挙げられると思います。 

今回の草の根セミナーは、そのことを念頭に置いて開

催されました。両講師の話から地層処分は、自然の特

性（原理）を活かした無理をしない処分システムであ

り、安全性も高いことが分かったと思います。 

講演後の意見交換会で参加者から、専門家と普通の方

の橋渡しができるような物差しの必要性、最終処分場

の解決は今後の原子力推進にとって避けることのでき

ない重要な問題であるとの意見が出されました。  

 

 

 

人工バリアの模型図を示します。横に立つ人間との比

較で、大きさなどのイメージが掴めると思います。 

ガラス固化体の分子構造の中心に放射性物質が閉じ込

められており、外に出ることができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この外側は厚さ20cm、重さ6トンの金属容器（オーバ

パック）に収納され、地下水との接触を遮断します。 

そしてその外側はベントナイトといわれる粘土の緩衝

材内に収納し、地下水の浸透や万一漏れた場合の放

射性物質の移動を遅らせます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地層処分場の安全性とは、放射性物質が地下水に漏

えいし、その地下水が長時間後に地表に出てきたと

しても人間に基準値を超える放射線被ばくをもたら

さないことでしょう。それを確かめるため、予想さ

れるシナリオを描き、解析するための数学モデルを

作りコンピュータ解析を行います。 
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はじめに 

 ８月４日付の朝日新聞に京都大学の佐伯名誉教授がコラム（異論のス

スメ）に、｟森友・加計問題めぐる報道 「事実」を利用するメディア

｠と題する文章を寄せています。内容はまさに今の日本の状況を喝破し

ており、「仰る通り」と拍手を送りたくなります。しかし、朝日新聞が

このような自己批判とも取れる文章を掲載したことが何を意味するのか

考えてみると、何か気持ち悪い疑念が湧いてきます。佐伯氏の文章に触

発されて浮かんできた思いを以下に述べていきます。 

 

１．政治改革後の混迷と新聞の責任 

 １９９０年代の政治改革後に、私達は長年続いてきた官僚主導の自民

党政治に辟易していてた事と二大政党制を日本に実現させたいとの大き

な思いから相まって、２００３年以降徐々に勢力を拡大し自民党政治に

批判してきた民主党（当時）への期待を高め、２００９年にはついに政

権を任せるという決断をしました。今から考えると全く浅はかだったと

しか言いようがありませんが、朝日をはじめ多くのメディアが支持した

当時のこの風潮の中で踊らされてしまった自分を責めることしかできま

せん。２０１２年の総選挙で民主党が大敗したことを見れば、民主党の

政権担当能力の欠落に日本国民の多くが気付くのにはそれほど時間は掛

からなかったことが分かります。 

 ここで思い至るのは、民主党はその無能が明らかになった結果、選挙

で大敗し下野することになったのですが、朝日新聞はどうだったかとい

うことです。新聞社は、日刊新聞法と定期購読者への宅配制度とに守ら

れて、いかに好い加減な報道をしようとも責任を取ることなど有り得

ず、無能であろうと偏向していようと平然と居座り、世論あるいは支持

率という訳の分からない怪物を飼い慣らし続けています。「安倍の葬式

はウチが出す」と豪語した論説委員の顔などが浮かんできます。 

 

２．森友・加計問題の扱いとその意味 

 佐伯氏も述べていますが、この二つの問題は国政に関わる重大

事件などではなく、ただのスキャンダルに過ぎません。そのよう

な問題を針小棒大に取り上げて半年近くにもわたって大騒ぎをす

るマスコミの体質が疑われます。佐伯氏はもマスコミが「事実」

を錦の御旗にしているが、実は「推測」がその根拠となっている

と指摘しています。加計問題の当初「印象操作」という言葉が話

題となりましたが、マスコミは都合に合う事だけをあたかも事実

であるかのように報道し、都合に合わないことは隠蔽して報道し

ません。これこそ、朝日の最も得意とする世論誘導、世論操作の

手口なのです。佐伯氏は大人ですからマスコミが事実を隠蔽して

いるなどとは書きませんが、「事実」をめぐる検証の体をとりながら、実際には「疑惑の安倍政権」

とのイメージを醸成する一種の「世論」操作のように見えると述べています。私達はこのような意図

的な反政府の世論操作に決して振り回されてはならないと思います。 

 

３．民主政治は言論を通じた権力闘争である 

 言論の自由には、報道の自由があり、その中には報道しない自由もあるとほとんどのマスコミ人は



考えています。実際問題として、世界中でそして日本中で起こっている事件をすべて報道することは

不可能ですから、取捨選択が必要になります。その取捨選択の過程で、何が重要で何が些細な出来事

であるのかを公正な目で判断することがマスコミにも求められています。マスコミが公正であるよう

努力すれば、日本の政治風土も随分改善するのではないかと思われます。現在の日本を取り巻く国際

環境は危機的状況にありますが、視聴率や購読者数争いに勝つために国民に快い事ばかりを取り上げ

る、あるいは野次馬的な話題に終始するような記事はもう読みたくありません。本当の意味での言論

を重視し、国民が知るべきことを知り、浮わついた推測記事などが排除されるようになれば、日本の

民主政治も正しい権力闘争に変わっていけるかもしれません。 

 

終わりに 

 今回のコラムを読んで、一部の人は朝日新聞にも自浄能力があり、これまでの報道姿勢を改めよう

と考えているのではないかと好意的に受け止めています。本当でしょうか。これまでに朝日新聞が意

図的に垂れ流してきた虚偽報道に代表される報道姿勢が、一人の智者の提言で変わるとは到底思えま

せん。それよりは、これまでに何回もやってきた「アリバイ作り」と考える方が妥当でしょう。「朝

日は公正な新聞です。異論もきちんと載せています。偏向していません。」後日批判を受けそうに

なった場合に予め備え、このように言い訳できるようにこのような自分たちの立場を否定する記事を

書いておくという、卑劣な姿勢の表れと解釈する方が余程正しく思われます。もしも本当に自浄能力

があるのならば、今後の報道姿勢に顕著に表れるはずです。まったく期待できませんが、これからの

報道姿勢に注目しましょう。 

 

詳しくは８月４日付の佐伯氏の文章をお読みいただきたいのですが、その骨子はおおむね以下のよう

なものです。（赤ペン親父 記） 

 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

日本の政界を見るに、野党が弱体であるにも拘らず安倍政権は「１強」とは言えない。なぜなら

ば、敵は「世論」であり、それを端的に数値化した「支持率」だからである。 

１９９０年代の政治改革によって二大政党制が実現すると思われたが、実際に進展したのは、もっ

ぱら支持率を通して世論が政治を動かすという事態であった。 

安倍政権の「１強」を崩したのは半分が身から出た錆であるが、あとの半分は森友学園・加計学園

問題である。これらの国家の方向を左右する大問題とは言えない問題をマスコミは半年近くにわたっ

て報道し続けた。この問題が「事実」をめぐってどうにもならない泥沼に陥ってしまった。 

メディアは「事実」を御旗にするが、森友・加計問題で事実が出てくるはずもなく、彼らは「事

実」を示さないのは「事実」を隠蔽しているからだという推測に基づいて政府を攻撃しているのだ。

この攻撃によって、内閣支持率が急落していったのである。 

政府を弁護しようとしているわけではなく、「事実」と言っているメディアが実は「事実」を本当

は信用しておらず、ただ利用しているだけなのではないかと言いたいのである。実際には、「疑惑の

安倍政権」というイメージを醸成する一種の「世論」操作に見える。 

論争は、不確かな「事実」をめぐる駆け引きではなく、世界観や政策をめぐる意見の対立にこそあ

るべきである。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

佐伯啓思著 朝日新聞（異論のススメ）森友・加計問題めぐる報道 「事実」を利用するメディア 

（平成29年8月4日付） 
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進展する米国の地層処分場 
ーユッカマウンテン地層処分場の概要－ 
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平成29年7月28日に国（経済産業省・資源エネルギー庁）は地層処分に関する「科学的特性マップ」

を公表した。地層処分地の選定に関し国が前面に立って活動を進める第一歩です。米国の例は、今後

の日本の処分場選定を進めるうえで大きな参考となるので調べてみました。オバマ政権下ではユッカ

マウンテンは棚上げになってしまったが、トランプ政権下では、再びユッカマウンテンの許認可を進

めるための予算が計上されました。トランプ政権のこのような方針で、これからの進展が期待されま

す。2017年8月8日付で、NRCは、委員会がユッカマウンテンの裁定再開のための予算を認めたと報じま

した。これからの米国の動きは、日本の活動に大きな影響を与えるため目が離せません。これを機会

にユッカマウンテンの地層処分場の概要についてまとめてみました。 

 

１．米国の放射性廃棄物にはどん

なものがあるか 

①商業発電所から発生した使用済

み燃料が 63000トン（重金属換

算）、 

 

②使用済み燃料の再処理によって

発生した高レベル放射性廃棄物

4667トンで合計70，000トン 

 

③エネルギー省(以下DOE)保有の使

用済み燃料（研究炉と軍用分）が

2333トン、 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ユッカマウンテン周辺の地質構造 

 ネバダ州にあるユッカマウンテンの周辺

の岩盤は、約1000万年以上前の火山灰が堆

積した凝灰岩です。年間の降水量が少ない

砂漠地帯にあります。地下水面は地表から

500~800mのところにあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3.処分場の概念 

処分場は、地表から200～500mの深さ、地下水面

から平均約300ｍ上部に建設すると考えられて

いる。処分場の規模は総面積が約5km2、処分坑

道の延長距離は約64kmあります。 

 

 

 

 

 

 

 

4.処分事業の実施体制 

 米国では、1982年放射性廃棄物政策法に

より高レベル放射性廃棄物及び使用済み

燃料の処分の責任は連邦政府にあると定

められています。連邦政府の実施体制は

図のようになります。 

 

 

 

 

 

 

5.処分地の選定の流れ 

2015年放射性廃棄物管理法の法案では、図の流れでサイト選定を

進めることとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

6.安全確保 

ユッカマウンテン・サイト適合性指針（10CFR Part963）に従って

処分場の閉鎖前及び閉鎖後の期間でのサイト適合性が判断されま

す。閉鎖前には、処分場が本来の機能を果たし、発生確率が1万分

の1以上の事象による影響を防止できるか、あるいは軽減、できるか、安全基準に照らし合わせて評価

します。閉鎖後の期間の安全性についてはトータルシステム性能評価（TSPA）を用いて評価されま

す。評価システムと評価結果を図に示します。 



 

7.地域振興策 

立地地域の財政支援として、立地を受け入れ

たネバダ州と関係10郡に対し、使用目的に制

限のない補助金の交付や国が行う処分場開発

活動に対する課税相当額を補填する制度が設

けられています。 

 

8.処分事業の透明性確保 

処分事業の透明性確保について1982年放射

性廃棄物政策法に基づいて、以下のことが行われています。 

・情報提供と住民のコメント募集 

・地元の意思表明と許認可手続きへの参加 

地元ネバダ州には、サイト推薦に不承認の意思を表明することが認められていますが、連邦議会は

それを覆すことが可能とされています。実際2002年7月に連邦議会の立地承認決議が行われました。 

 

9.まとめ 

ブルーリボン委員会が2012年1月に公表した最終報告書では、放射性廃棄物管理・処分施設の立地プロセス

は、以下の条件を満たす場合に成功の可能性が高くなるとしています。 

 １）同意に基づいている。 

 ２）透明性がある。 

 ３）段階的である。 

 ４）適応性がある。 

 ５）基準及び科学に基づいている。 

 ６）実施主体と受け入れ先の州、地方自治体との間のパートナーシップ契約または法的に強制力の      

   ある協定があると、これに基づき協議できる。 

日本でも、政府、NUMOは基本的に、１）～５）を確保するように活動していると考えます。 

 以下に日米の地層処分場の取り組みの比較を示します。（表参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考とした資料 

１）資源エネルギー庁 諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について 2016年2月 

２）高度用法科学技術研究機構 ATOMICA 
 

米国 日本

法律

放射性廃棄物政策法
1982年
修正法
1987年

特定放射性廃棄物の最終処分
に関する法律
2000年
最終処分基本方針の改定　閣
議決定2015年

実施主体
民間放射性廃棄物管理局
(OCRWM:DOE内部に設置）

原子力発電環境整備機構
(NUMO)

候補地 ユッカマウンテン 未定（公募による選定等）
総面積 約5km2 6～10km2

坑道の延長距離 約64km 200～300km
坑道の直径 5.5m 5m

深さ
地表から200～500m
地下水面から300m上部

300m以深

総処分量 70,000トン
約20,000トン
平成33年までガラス固化体約
40,000本

予定総費用 約11.6兆円 約3.7兆円

計画中の地層処分場概念の比較
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２０５０年に向けての考慮すべき課題（5） 
－太陽光発電を主役にするには!!－ 
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１．はじめに 

国は2050年に向けてのエネルギー基本計画と2050年時点での長期的なエネルギー政策の方向性を検討するため

に、2017年8月9日に総合エネルギー調査会基本政策分科会を、8月30日にエネルギー情勢懇談会を発足させた。 

ここでは、2050年にCO2を80％削減するには、国内の既存技術だけでの対策では限界があり、既存技術の最大限の

活用とイノベー ションの創出を必要とするとし、電力分野では低炭素電源（再生可能エネルギー、 CCS付火力発

電、原子力発電）が9割必要になると指摘している。 

私たちはIOJだより143号で、「2050年に向けて、パリ協定の温暖化対策としてか、自給率の向上としてか、のい

ずれを実現するにしても、化石燃料の使用量の削減を目標にする必要があるが、今のエネルギー基本計画の延長

では目標が達成できそうもない。まずは化石燃料を大量に使う発電分野について、火力発電を段階的に廃止して

はどうでしょうか？」と提案した。 

本稿では2050年に向けて電力供給の主力となる太陽光発電をどのようにしたら日本の仕組みにマッチできるか検

討した。 

 

２．2050年に向けてエネルギー供給をどうするか 

自給率の向上とCO2削減が課題だが、日本ではまだ具体的な検討が行

われていない。  

World Energy Outlook 2016（以下WEO2016）では450シナリオ（温度

上昇を2℃以内に抑えるためのシナリオ）があり、日本をはじめ、主

要国や地域の評価があるのでこれをもとに分析してみた。 

２０４０年の発電量の内訳は 

表に示すように原子力が299Twh、太陽光が113Twh、風力が99Twh、水

力が128Twh、バイオ・地熱が100Twhとなっており、太陽光発電の発

電量は総発電量の１3%だが、発電設備能力としては全体の30%を占め

ており、原子力発電容量の2倍、火力（ガス、石油、石炭）の合計に

匹敵する容量であり、太陽光発電のピーク時にはこれら他電源を制

限しなければならない。 

太陽光発電は、日本では電力量が最も期待できる再生可能エネル

ギー源だが、この問題を解決しない限り主力電源にはなりえない。 

なお、化石燃料が大きく減っていないのは発生するＣＯ２を地下に

貯蔵することも考慮しているようだ。 

 

３．変動する太陽光発電の実情 

太陽光発電の導入が進んでいる九州電力の電源別、時間ご

との発電量の積み上げの内訳をみてみよう。 

上図は2016年7月の第一週の電力供給の内訳である。図は

火力、原子力、太陽光、水力などの積み上げを示すが、大

きく変動する太陽光発電に対応して火力発電の供給が変動

していることが分かる。 

将来、現状より仮に太陽光発電を3.5倍に、原子力を2倍に

増やした場合を下図に示す。このままでは巨大な太陽光の

発電出力とバランスをとるためは、火力、水力、原子力な

どを止めなければならない。 

そして、2050年に脱化石や脱ＣＯ２を進めるためには、太

陽光発電や原子力発電の規模を更に拡大する必要がある。

太陽光発電の変動に対して今の原子力発電の設計では急激

な負荷変動対応が難しく、新たな原水力発電の開発や後述

する変動を吸収できる新たな需要が必要となる。 

一方、今年の8月のように全国的に、一ヶ月近く雨天や曇天

が続く場合は、長期に亘り太陽光発電からの電力が途絶え

るので、晴天時には必要のない原子力や他の再生可能エネ

2014
2040 450

シナリオ
2014

2040 450

シナリオ

発電量Twh 発電容量GW

原子力 0 299 41

太陽光 25 113 1 102

風力 5 99 3 35

水力 82 128 50 66

バイオ地熱 39 100 8 17

化石 886 114 178 83

0
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太陽光と原子力を増やした場合の主要発電量の積上げ
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風力 5%

水力揚水10%
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ルギーの発電設備を待機させておく必要がある。このよ

うな対応では、発電設備の稼働率が損なわれ、現実的で

はない。 

電力が余った場合や不足した場合には、電力を周辺電力

と融通して調整すれば良いと考えるだろう。しかし、例

えば、太陽の日照は右図に示すように九州、中国、関西

まで同時に変動するので事情は同じである。 

このように、大量の太陽光発電の変動を調整するために

は、現状の電力供給の仕組みでは解決できず、他の方法

を考えなければならない。 

 

４．どうしたらよいのか 

発電にこだわらず輸送部門で有効利用する 

太陽光発電は優れた電源ではあるが、少量の電力量ならともか

く、変動する電力を既存の電力網に乗せ、料金の回収を電力会社

に代行させようとしたことに無理がある。 

再生可能エネルギーの導入は、化石燃料の削減による自給率の向

上とCO2排出削減が目的であるということを忘れてはならない。 

化石燃料の利用は火力発電に使われるものと、輸送（自動車、船

舶、航空機）に使用する石油が主なものである 

WEO2016 から発電部門と輸送部門の2014年と2040年（450シナリ

オ）のエネルギー消費量（石油換算）を示す。2040年に輸送に使

用する石油換算量は2014年の72Mtoeから39Mtoe へと約半分にし

なければならない。この削減量は2040年に発電に投入する他の再

生可能エネルギー（太陽、風力等）のエネルギーに匹敵する量である。 

欧州でのガソリン車やジーゼル車を廃止し電気自動車に切り替える動向と一致していると言えよう。米国ではメ

タノールなどを燃料に使うことも検討している。 

日本では電気自動車の他に水素系の燃料も検討し

ている。 

このような背景を考えるなら太陽光発電を積極的

に導入するためには、今の電力系統とは分離し、

発電した電力を電気自動車の充電や水素系燃料の

製造に使うことも考えるべきであろう。 

 

エネルギー貯蔵の技術を開発する 

太陽光発電の負荷変動を吸収するため、電力間の

電力融通や揚水発電などを検討しているが容易で

はない。 

負荷変動に対応するためには秒単位から時間単

位、日単位、週単位、月単位までの対応、需要

側、配電側、供給側での対応など様々の技術が考えられるが多くは実用化されていない。 

 

揚水発電にはどれだけ頼れるか 

揚水発電量が大きかった2003年の9電力の水力発電

量は724億Kwhであり、その内、揚水発電量は14%の

95億Kwhであった。太陽光による総発電量（2040

年）１１3０億Kwhの10%程度である。この程度の量

では短時間の負荷変動吸収はありうるが、大きな

調整力の期待はできない。 

 

ローテクの電気温水器の活用 

フランスは1961年から、負荷変動にスムースに対

応するため家庭での温水貯蔵技術を積極的に進め

ており、家庭用の電力の43%が使われている。フラ

ンスでは原子力発電が70%以上を占めているため、

需要の少ない夜間にできるだけ温水器による蓄熱

を進め昼間の需要を削減するとともに、昼間のピークロード需要を過ぎて急激に需要が低減する時間帯には再度

温水器での蓄熱を進め、全体として負荷変動を滑らかにしている（図）。そのため、フランスでは家庭の1/3が2

つの時間でオンオフ（夜間と昼間にオンオフする）する電気温水器が使われている。そしてピーク時では0.13



 

 

 

ユーロ／Kwh、それ以外では0.10ユーロ/Kwhとオフ・ピーク時には30%安くなっている。青線は冬季の家庭での

温水器の使用状況を示しているが、夜間と昼間のピークを過ぎた時間帯に温水器が使われており、茶色の国全

体の負荷が平たん化されていることが分かる。(Technology Roadmap Energy storage 2014  IEA ） 

日本では、家庭での太陽光発電の電気は積極的に系統に入れるようにしているため、負荷変動を助長すること

になっている。フランスの取り組みに倣って、時間帯によっては昼間でも家庭の電気温水器などに蓄熱するよ

うにすれば太陽光による急激な変動を調整できるようになるであろう。 

 

家庭用ソーラシステムと蓄電器の組み合わせ 

三菱総研は経産省の委託を受けて平成２８年度に

ソーラーシンギュラリティの影響度等に関する調

査を行っている。蓄電池の価格が十分に低下し、

需要家にとって蓄電池を導入するほうが導入しな

いよりも経済的である状態になれば、蓄電池の

「自発的」な導入が進むと考えられる。太陽光発

電パネルを保有していない平均的な住宅において

電力の余剰買取がなくても、蓄電池価格が7万円/

kWh前後まで低下すれば、太陽光発電パネルの価格

低下の程度に関わらず、6kWh程度の蓄電池を導入

することが最適になると評価している。今の予想

ではこの蓄電池価格に到達するのは2020年代後半

と見込まれる。そして、2030年の住宅の太陽光発

電パネル導入量は、足元の伸びや新築住宅の増加

を考慮すると、19GW（430万世帯）に達すると見込まれる。 

今後、電気自動車が大半の乗用車に適用される時代になれば、過剰に

発電される時間帯には電気自動車のバッテリーに蓄電でき、太陽光発

電の変動問題は解決するかもしれない。 

 

太陽光発電を利用した水素製造 

アルカリ性の溶液に電流を流すことによって水素と酸素を低コストで

分離するアルカリ水電解システムの開発が行われている。理論値でも

１㎥の水素製造に3.6kWh の電力（現実は5～6kWh）が必要であり、電力

コストが相当程度安くないと採算が取れない。水素製造の効率向上、大規模化への対応、再生可能エネルギー

の負荷変動への対応 などが今後の

課題となっている。 

 

太陽光発電のコストも大幅に下がる 

太陽光発電パネルは変換効率が23％

台まで達しているが、原理が異なる

画期的な「量子ドット型太陽電池」

が開発中であり、これが実現すると

変換効率は約50％にまで向上すると

考えられている。発電単価は原子力

発電を上回る7円/Kwhと評価されて

おり、発電の考えが変わるかもしれ

ない。 

このような時代には、どのように太陽光発電を利用するかが問われることになり、電気事業者も主力となる原

子力発電と太陽光発電をうまくマッチできる仕組みを考えなければならない。 

 

５．まとめ 

変動する太陽光発電を大量に利用する場合、昼間にはほぼ全電力が太陽光発電だけで供給されることになり、

現在の電力システムでは、原子力などの他電源で調整が必要になる。 

そのためには太陽光発電がピークに近い時間帯への対応として、例えば、 

電気自動車への充電、家庭用、商業用の温水器、冷水器への給電 

太陽光発電による水素製造など既存の電力システムと切り離した仕組み 

家庭用太陽光発電の電力系統への送電の禁止 

大規模揚水発電所の増設 

など新しい方式を考えることによって太陽光発電の積極的な導入を後押しする必要がある。 
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はじめに 

平成29年10月22日の総選挙では与党が圧勝した。政府与党はその原子力政策については「原子力は安全性の

確保を大前提に、エネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベース・ロード電源と位置付け、安全と認

められた原発の再稼働を推進するとともに、エネルギー基本計画を踏まえ、再生可能エネルギーの最大限の

導入、火力発電の高効率化などにより、原発依存度を可能な限り低減する」としていたが、その方針が与党

圧勝という選挙結果で認められたことで、原発ゼロを主張した多くの野党の公約は否定されたと言えるであ

ろう。 

しかしながら、自民党や国の原子力政策は具体的内容が明確ではなく、経産省の基本政策分科会やエネル

ギー情勢懇談会で本年8月から検討が開始されたところである。 

そこで、これら委員会の議論を踏まえて今後の方向性について検討してみたい。 

 

＜２０５０年の不確実性＞ 

1.大切なエネルギーの安全保障 

図に示すように、原子力の再稼働が遅れている日本では、自給率

は主要国が40～80％なのに対して8％と極端に低く、2050年には

これら主要国の水準に近づけなければならないだろう。 

日本が自給率を高めなくてはならないのは、化石燃料の輸入先が

紛争の絶えない中東に偏っており、また欧州のように隣国からの

融通が受けられないからである。 

しかし、原子力以外にこれを代替していくべき再生可能エネル

ギーには自然災害によるリスクなどで長期に供給が途絶える可能

性も否定できず、供給に不安が少ない石炭火力の革新技術の追求

と役割を見直すことも視野に入れておくべきであろう。 

このように、2050年までに原子力、再生可能エネルギー等の長期の目標をどう見込むのかだけではなく、考

慮すべき変数がどういうものがあるかを冷静に見極め、状況の変化に応じ柔軟に対応できるよう準備を整え

ておくべきだろう。 

 

2.地球温暖化対策 

米国がパリ協定を離脱したとしても脱CO2のトレンドは変わら

ない。しかし、この協定の目標設定や達成には法的拘束力がな

いので、多くの関係国では自国の対策を怠り他国任せになる傾

向がある。図はWEO2016の450シナリオ（地球環境の温度上昇を

２℃以下に）を達成しようとする場合の2040年での電力並びに

電力以外の2014年から2040年までのCO2削減量と削減比率を示

す。 

電力からのCO2削減比率は東欧、ロシアは40%程度に過ぎない

が、他の主要国では80%程度である。また、電力以外（産業

用、自動車などの燃料）では70%程度にとどまる。この評価の

前提は、火力発電や産業用からのCO2の一部を回収して地下ま

たは海底に貯留するCCSを前提としている。 

再生可能エネルギーや原子力の大幅導入をしない限り火力発電

の継続利用はさけられず、 まだ完全には技術が確立していな

いCCSの導入や産業構造の大幅変更が必要とされ、現状では解決策のない課題（wicked Problem）とされてい

る。 

経産省の基本政策分科会やエネルギー情勢懇談会では、再生可能エネルギーと原子力の積極的拡大方法及び

国民のコンセンサス獲得策を検討すべきであろう。 

一部の政党やマスコミの主張する脱原発ではCO2削減問題の解決ははるか遠くにあるに違いない。 

 



3.原子力発電の安定的利用 

2050年には、CO2の排出を抑制するため電源の大半を再生可能エネルギーと原子力発電にする必要があ

るので、原子力発電の安全性の強化や寿命延長、新規原

発の建設が鍵となる。 

しかしながら、福島事故対策関連の新たな規制強化によ

り対策費の増大でBWRはおろかPWRまで廃炉しようとして

いる。これでは、2030年の電源構成において原子力が2割

を担うことには遠く及ばなくなりつつあり、このままだ

と2050年には原子力はほぼなくなってしまうことが危惧

される。また、既存の原子力発電所の運転費用は新たな

改造費用がない限りコストの安い電源であり、電気事業

者にとってなくてはならないものである。廃炉を進める

ことや新規原発を否定することは、電力会社の事業基盤

が失われてしまう結果となる。それでは、新規原発の建設や再生可能エネルギーの導入を可能とする

系統安定化のための送電網の整備、蓄電設備の増強などは困難になるであろう。そのためにも、原子

力発電事業を維持していくにはどうすればよいかを議論していくことが必要である。 

 

4.再生可能エネルギーの拡大のために 

①太陽光発電 

エネルギー情勢懇談会の委員から、「日本はもはや再生可能エネルギー後進国ではない! 2016年5月4日の

ピークの1時間(12～13時) には日本全体の電力需要のうち、 再生可能エネルギーがまかなったのは 

45.7％ 四国電力では79 %、九州電力が77% 北海道電力が71%弱 東北電力が62%弱であった。 5月4日の1日間

をとると27.5%、 5月の1ヶ月間で20％、 2016年度の1年間が13.8%であった。2050年以後、再生可能エネル

ギーでコスト的にも量的にも電力がまかなえるようになっ

ても、原発は必要なのか?」という意見が出された。 

私たちは、140号で九州電力の時間ごとの電力供給の実態を

示したが、一見良いようであるが、恐ろしい問題を抱えて

いる。 

図は2017年4月から6月の3か月の毎時の太陽光発電のピーク

出力を示す。この出力は3か月の平均120万KW に対して約5倍

の600万KW の電気が出ている。2050年には数倍の発電量を期

待しているので、3倍としても1800万KW となり九州管内の需

要約1000万KWを大きく超えることになる。 

電気は短時間といえども需要と供給がバランスしていなければならず、このまま太陽光発電が伸びるなら

ば、日照のある時間は他の電源の接続を外さなければならない。送電網を拡充して他地域に余剰分を送れ

ばよいとの指摘もあろうが、晴天、雨天も広範囲の地域で共通の気候条件なのであまり期待できない。 

雨天が長期間続く場合に備えて代替する火力発電所を待機させると、火力発電所の稼働率は低下して経済

性が極端に落ちるし、あるいは晴天続きで余剰となる太陽光からの電力を蓄電するか水素などへ転換して

貯蔵するなどの方法もあるが、いずれの対策も膨大なコストがかかり、現時点では非現実的である。 

②風力発電 

風力発電は発電規模が大きく時間変動が比較的少ない優良な電源であるが、適地が少なく、また設置、運

転保守管理が容易でないところが多く普及が進んでいない。 

洋上の風力発電は比較的全国に広がっているが、欧州のよう

に遠浅で風が安定して吹く北海のような洋上は少なく、また

台風や日本海側の冬の荒天など気象的に厳しく保守も難し

い。日本の洋上風力は着床が難しく浮体式が検討されてお

り、コスト面や沿岸漁業との共存などこれからの課題であ

る。 

 

③海流発電 

日本の有利な点は広大な経済水域と安定した海流である。

NEDOの支援のもとに、IHIは沖縄で海流発電の試験をしてい

る。これが実現すれば電力が安定して得られるので、日本は



一大エネルギー生産国になるかもしれない。 

 

5.系統への円滑な受入れのために 

①調整余裕の確保  
短時間の出力調整には火力発電が向くが、CO2削減のために

2050年には火力は最小限に抑える必要があり、揚水発電や

蓄電池の拡大が期待される。しかし、太陽光だけで需要の

大半を占める場合はその調整範囲をはるかに超える。主力

である原子力発電をベース・ロードにするだけではなく、

フランスのように、予見可能性を高め出力の制御の調整余裕がとれるような方法を導入する必要があ

る。 

②現在の送電網には電力間の送電余裕はない  
日本は電力会社地域内の送電網は充実しているが、所管地域外からの送電網は水力発電や原子力発電、

石炭火力などが自社管内にないため、計画的に長

距離の送電線を設置してきた。このように、これ

らはもともと自社内の送電能力確保を目的として

設置したものであって、原子力発電をやめるのな

らともかく、再生可能エネルギー拡大のために利

用するような余裕はない。 

したがって系統の拡充も必要であるが、原子力の

ベース・ロード利用とともに負荷変動にも対応さ

せて、系統増強の必要性を軽減することも考える

べきであろう。 

③需要家を入れての調整 

現在は家庭用の太陽光発電は余剰分を電力網に売

却している。フランスでは冬季は電気温水器を夜

間だけではなくピーク時にも使用する仕組みに

なっている。 

日本でも、太陽光で得られた家庭の電力を系統に

入れるのではなく、自家で使用（EVの充電、温水

器）するか、あるいは蓄電する仕組みも考える必

要がある。また大規模需要家に対しては、太陽光

発電のピーク時に需要を促進するための値下げも

考えられる。 

 

6.まとめ 

今回の与党圧勝という総選挙の結果を踏まえ、政府は原子力発電推進に自信を持ち積極的に開発を進め

るように舵を大きく切り直すべき時が来たと認識すべきであろう。原発反対派は別として、原発推進を

ためらっている人たちには丁寧に日本の置かれている状況や自給率向上の必要性を説明すれば、分かっ

て貰える状況になってきたと考えてはどうだろうか。以上に述べてきた通り、2050年という長期を見据え

ると、再生可能エネルギーと原子力を合理的に組み合わせたエネルギー政策への転換が望まれるのであ

り、このような大方針を打ち出すべき時は今しかないのである。 




